※注意　この文書はあくまでも記述例です。そのまま使用せず、あなたの担当するプロジェクトに合わせて書き換えてご利用ください。空欄になっている項目は、本書の内容を参考に記述しましょう。
RFP記述例
第1章 システム概要
1-1　システム化の背景
現行の業務システムは、2004年1月に導入しました。それから約15年が経過した今、当社が求めている業務支援システムの目的が大きく変化してきました。現行システムの当初の最大の目的は、顧客情報を格納し、それらを営業や業務担当が活用できることでした。
しかし、インターネットの普及によりお客さま接点が多様化した今、店舗・通販・インターネットECサイトなどの販売チャネル横断で顧客情報を一元管理する必要があります。そして、可視化した顧客データを活用してマーケティング部門が分析を行い、その分析に基づいた施策立案をしていくことができるシステム構築が急務です。マーケティングを推進するエンジンとしてのシステムが必要であり、新システムなくして事業拡大は不可能です。
また、当社では顧客情報をオフィスソフトで管理しており、書き換えや破損などのミスでデータ自体の信頼性も低下しています。また同時編集の制約もあり、作業効率が低下しており、その限界を感じています。さらに経営視点の情報の加工もままならい状況です。
新システム導入に至る背景として、業務改革待ったなしの状況と事業拡大を支えるシステムの必要性が、今回の背景にあります。
1-2　システム化の目的・方針
次期業務システムは、以下の方針に沿うことを想定しています。
1. 次期業務システムは、少なくとも現行のシステムを踏襲していること。
2. 基本的にパッケージソフト（とそのカスタマイズ）の活用を前提とする。追加開発は極力控えること。
3. 上記は、多くの中小企業で使用されている使い勝手のよいものであること。
4. 特に汎用性の高いデータ抽出機能が使いやすいこと。
5. 機能的、かつ業務に即したマニュアル（オンラインも可）が整備されていること。
6. 蓄積されたデータの利活用（分析作業など）が容易に可能であること。
7. 社内の他システムとの連携処理を柔軟に構築可能で、かつ連携タイミング・頻度を業務ニーズに合わせて設定できること。新しい連携先への対応も容易であること。
8. 定期的なバッチ処理のみでなく、リアルタイム連携も選択できること。
9. 運用開始後最低5年間、安定的な使用に耐え得ること（保守・運用体制も含めて）。
10. 当社特有の条件･ニーズ、社会情勢変化に伴うカスタマイズが可能であること。

1-3　解決したい課題
課題1：同一顧客への複数“顧客コード”付与による管理煩雑化
· 現状、顧客の会社が合併や分社化などした場合に、その都度“顧客コード”が採番される。
· 顧客コードによる検索機能は存在するが、ある顧客に関するすべての情報（複数の顧客コードにまたがる情報）を網羅的に把握することが、非常に困難である。
課題2：一時的なアクセス集中によるシステムレスポンス悪化
· 月末月初に、システムへのアクセスが集中する。
· 同時利用が一定数を超えるとシステムレスポンスは大幅に悪化し、時にはレスポンスが返ってこないこともある。
課題3：蓄積データへのアクセス制限による分析業務などの煩雑化
· 現状、データベースへのアクセスに制約があり、充分なデータ利活用がなされていない。
· 次期業務システムにおいては、データベースに保有する各種データに対して、利用者が自由にアクセスして必要な情報を容易に抽出できるようにしたい。
課題4：他システム連携（機能）が弱いことによる弊害
· データ連携タイミング・頻度がリアルタイムではないために、分析の基礎データが担当者間で異なる場合があり、分析結果が非効率で精度が低いものとなりがちである。
課題5：近年の急激なモバイル利用の普及
· 画面機能・インターフェイスが、モバイルブラウザを想定していないため、操作性が高くない。
· モバイル利用は今後の業務に不可欠と考えられ、操作性の向上が必要である。
1-4　狙いとする効果
· 顧客情報の一元管理により、より精度の高い営業活動を推進し、売上向上を狙う。
· システムの使い勝手を改善し、より効率的な業務の実施を狙う。
· データの取り扱いをより柔軟に正確にすることで分析業務の拡張と精度向上を狙う。
· モバイル利用を促進することで、どこでもオフィス環境を構築し、働き方改革の一歩とする。
1-5　現行システムとの関連
	NO.
	外部システム名
	情報名
	入出力
	受け渡し方法
	タイミング

	1
	経理システム
	売上情報
	出力
	オンライン
	1時間毎

	2
	人事システム
	異動情報
	入力
	FAX OCR
	毎月1日

	3
	顧客管理システム
	与信情報
	入力
	ファイル転送
	2回/週

	4
	販売管理システム
	請求情報
	出力
	媒体（DVD）
	毎日17時

	5
	勤怠管理システム
	ログイン情報
	出力
	専用プログラム
	随時



1-6　会社・組織概要
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1-7　新システムの利用者

1-8　予算


第2章 提案依頼事項
2-1　提案の範囲
2-2　調達内容・業務の詳細
2-3　システム構成
2-4　品質・性能条件
1. 外部委託先は当社に対して「プロジェクト計画書」を提出すること。当社が承認した同計画に従って品質管理を行うこと（提出は発注後2週間以内とする）。
2. 「プロジェクト計画書」には、品質管理の対象とその管理手法、プロセス、体制、記録、改善サイクル等が定義されていること。
3. 外部委託先の組織は、プロジェクト運営（品質管理プロセスを含む）に際して規範とすべきガイド文書を有しており、当社に対して適時開示可能であること。
4. 機能要件と非機能要件をともに満たすことを確認すること。
5. テスト項目、テスト方法、確認ポイント等については、テスト開始前までにテスト計画書にて当社の合意を得ること。
6. すべての機能と、データパターンを網羅したテストを実施すること。
7. 移行データを用いたテストを実施すること。
8. パフォーマンスに関するテストは、キャパシティから推定できるデータ量で実施すること。
9. 当社が受入テストを実施できるよう、準備すること。
10. 当社の受入テスト期間は、2週間から1ヵ月間とする。
11. 移行データを受入テストで利用できるよう、外部委託先にて準備すること。

2-5　運用条件
作業体制
1. 体制図
発注者側の体制図を含めて、体制図を提示すること。
2. 主な要員の定義
責任者・作業担当者・営業担当者を明確にすること。
3. 会議体の定義
本システムに対する変更要求や希望は、変更管理委員会を設けて、対応要否を判断すること。
4. 第三者委託の可否
本システムの保守・運用の第三者への再委託を許可する。ただし、当社承諾（書面）を事前に得ることを条件とする。また、再委託先の第三者のすべての行為およびその結果についての責任を負うこと。
※開発フェーズ同様、運用フェーズは外部委託先から再委託されるケースもあるため、その場合の取り決めを新システム導入プロジェクトからこの時点で提示しておくことになります。
作業内容
1. 日常監視
ヘルスチェックやログ監視、リソースチェックは自動化すること。
2. 障害対応
システムの障害対応について提案すること。。例えば、障害の一次受付→障害の切り分け→必要なら、ハードメーカーへのディスパッチとそのハードメーカーの作業監督→障害対応方法の当社への連絡と承認受け（緊急時は事後）→障害対応の実施→当社への復旧連絡などの想定フローを含めて提案すること。
3. 問い合わせ対応
システムに関する当社システムユーザからの問い合わせや質問への対応方針、方法を提案すること。
4. 作業日時
平日の日中（09:00～17:30）をベースにして、提案すること。時間延長や土日祝の対応が可能であれば、併せて提案すること。
5. 作業報告
作業報告内容は、上記1～3項に対応したものとすること。“日常監視”の結果、障害対応した場合、その顛末（原因・対応内容・結果）、問い合わせ・質問の履歴を月次で書面での提出すること。
2-6　納期およびスケジュール
2-7　納品条件
1. プロジェクトでは、以下の成果物を作成すること。
(1) プロジェクト計画書
(2) 要件定義書
(3) 基本設計書
(4) 詳細設計書
(5) プログラムソース
(6) テスト計画書・仕様書・テスト結果
(7) 運用設計書
(8) 運用マニュアル
(9) 操作マニュアル
2. 上記の成果物は、電子ファイルで納品すること。また、プログラムソース以外は紙媒体で一式納品すること。
2-8　定例報告およびレビュー
1. 外部委託先より、プロジェクト進捗状況と課題対応状況を当社に報告すること。
2. 報告の頻度・形態は、以下の通りとすること。
· 頻度：原則2週間に1回
· 形態：毎回書面報告を行うとともに、2回に1回は対面報告を行うこと
· その他に必要であれば適宜実施すること
3. レビューについて
業務要件定義書とシステム要件定義書、ならびにシステムテスト仕様書については、弊社がレビューアとして参加し、承認する。レビュー方法、レビュープロセスについて、提案すること。
また、貴社にて実施するその他のレビューについても、その対象物、レビュー方法、レビュープロセスについて、提案すること。
2-9　開発推進体制
新システム導入プロジェクト側
1. 本システムの要件定義結果の確認と承認を行う。
2. 本システムの設計及び開発作業は行わない。
3. 本システムの設計仕様の確認と承認を行う。
4. 本システムの受入テストと承認を行う。
外部委託先側
1. 外部委託先側のプロジェクトマネジャーは、当社のプロジェクトマネジャーと効果的にコミュニケーションをとり、プロジェクトの全フェーズを円滑に管理運営していくスキルと経験を有すること。
2. 外部委託先側は、プロジェクトにアサインされた要員以外に、作業と成果物に関して品質管理を行う要員もしくは組織を有すること。
3. 当社は、外部委託先に対して、本システム開発を第三者に再委託することを許可する。ただし、本システム開発の第三者再委託に際しては、当社承諾（書面）を事前に得ること。また、再委託先の第三者のすべての行為およびその結果についての責任を負うこと。
2-10　開発管理・開発手法・開発言語
以下の開発管理プロセスについて記述すること。
· スケジュール管理プロセス
· コミュニケーション管理プロセス
· 仕様確定プロセス
· 品質管理プロセス
· 問題管理プロセス
· 変更管理プロセス
（仕様の変更に関するプロセス定義）
· 成果物管理プロセス
· 授受管理プロセス
（外部委託先との現物・データなどの受け渡しと保管・廃棄に関するプロセス定義）
2-11　移行方法
移行方法について、業務移行・アプリケーション移行・データ移行のそれぞれについて、提案すること。
現行システムから新システムへの切り替え方式については、一括移行、逐次移行、並行稼働など、それぞれのメリットデメリットを鑑みて最適な方式と移行失敗リスクの低減策を合わせて提案すること。
データの移行については、3年分の過去データを対象としますので、手作業ではなく、移行プログラムを活用する方式を提案すること。
いわゆる仕掛中のトランザクションデータにかかる移行方法を、データをロストしない対策も含めて提案すること。
2-12　教育訓練
以下の要員に対する教育について、必要とする内容、期間、時期、方法等を提案すること。
1. システム管理者
対象要員は、業務部門の担当メンバー3名
2. システムユーザ
新システムを使用する業務部門ユーザ10名程度
いずれもITリテラシーは高くありませんが、PC操作は問題なくできます。
また、システムユーザには単なるシステム操作の説明ではなく、業務を意識して、業務で使うための教育内容を提案すること。
2-13　保守条件
ソフトウェア保守は下記を提案すること。
· 本システムの安定・安全稼働に必要なパッチ情報の提供と適用を行うこと
· 本システムの機能強化・改善のためのバージョンアップ情報の提供と適用を行うこと
· 制度変更・法改正への対応を行うこと
また、保守作業実施時には、その内容を月次で書面での提出すること。
2-14　リスク管理表
少なくとも以下の項目を含むリスク管理表によるリスク管理プロセスを提案すること。
· リスク番号（連番）
· リスク対策未実施時の発生確率（大・中・小）
· リスク対策未実施時の影響度（大・中・小）
· 件名
· 詳細
· 検討結果
· 予防対策
· 発生時対策
· リスク対策実施時の発生確率（大・中・小）
· リスク対策実施時の影響度（大・中・小）
· 対応種別（受容・低減・転嫁・回避）
2-15　費用見積もり
2-16　貴社情報
貴社に関する下記の情報を明記すること
(1) 貴社名
(2) 代表者名
(3) 所在地：郵便番号、住所、電話番号、ホームページアドレス
(4) 組織
(5) 貴社提案責任者氏名、および類似システムの経歴
(6) 貴社担当者名：郵便番号、住所、電話番号、電子メールアドレス
(7) 契約関連担当者氏名
(8) ISO9000 認証日（認証書のコピーをご提出願います）
(9) 貴社の実績
貴社における情報システム導入に関する実績
(10) 提案システム導入実績
提案システムと同じような分野のシステムの構築・導入実績
(11) 提案パッケージソフトウェアの導入実績
提案パッケージソフトウェア等の導入実績
（提案パッケージの適用実績を含めて可能な限り具体的にご記述ください）
(12) 決算書の添付
過去３年間の決算書を添付願います。
(13) 貴社の事業概要
貴社の事業概要が分かる、会社案内等の資料を添付願います。
第3章 提案手続きについて
3-1　提案手続き・スケジュール
1. 提案書の提出期限：2019年2月XX日（X曜日）17時（必着）
2. 提出先：XX部YY課神田
3. 提出方法：弊社指定のファイル転送サービスをご利用ください。利用のためのIDは個別に発行します。
4. 提出物様式：電子媒体一式。マイクロソフトオフィス2010以降で作成してください。
5. 提案書の選考手順
1次選考は、提案書の内容から選定します。1次選考通過社に2次選考のプレゼンテーションをお願いします。1次選考の結果は、2019年XX月XX日までに貴社営業担当者に通知します。
6. プレゼンテーション日時：2019年XX月XX日（X曜日）時間は提案1時間と質疑応答1時間の計2時間以内とします。開始時刻は、個別に貴社営業担当者に連絡します。
7. プレゼンテーション開催場所：弊社A 会議室
8. 弊社出席者:プロジェクトオーナー、プロジェクトマネジャー、担当者など5名程度
9. 備品：配布資料、パソコンなどの準備は貴社にてお願いします。プロジェクターとスクリーンは弊社にてご用意いたします。
10. 提案の採否連絡
貴社営業担当者に、XX月XX日までにメールで通知します。
3-2　RFPに対する対応窓口
1. 記載内容について、不明な点は仮定をおいて回答いただきますようお願いします（仮定した内容については、これを明記してください）。
2. どうしても確認が必要な場合は、所定の様式に記入して電子メールで下記宛先まで送信してください。当社からの回答も電子メールにて送信いたします。

期限：20XX年XX月XX日（X曜日）17:00まで
宛先：XXX＠XXX
標題：【RFPに関する質問】

3. 内容によっては回答できない場合があります。また、当社が必要と判断した場合は、質問と回答内容をほかの提案依頼社へ通知することがあります。
3-3　提供資料
ご提供する資料は紙媒体で以下の通りです。
· 弊社会社案内
· RFP一式（事前に送付した「機密保持に関する覚書」に署名捺印したものと引き換えにお渡しします）。
なお、RFPはXX月XX日（X）までに配達記録の残る送付方法あるいは持参で返却願います。また、必要に応じてコピーをされる場合は、台帳管理を行い、コピー・台帳含めてご返却ください。
3-4　参加資格条件
今回ご提案いただく各社には参加資格として以下の条件を満たしていることを必須といたします。
1. ISO9000シリーズの認証を得ていること。
2. ITコーディネータ、技術士（情報部門）または、高度情報処理技術者（プロジェクトマネジャー・ITストラテジスト・ITアーキテクト・システム監査）に合格しているメンバーが1名以上プロジェクトに参画すること。
3. 提案システム（パッケージ）の導入経験を有しているメンバーが1名以上プロジェクトに参画すること。
4. 貴社プロジェクトマネジャーがプレゼンテーションを実施すること。
上記にかかるエビデンスと合わせてご提案ください。
3-5　選定方法について
3-1の通り、1次の書類選考と2次のプレゼンテーション選考の2段階で行います。
1次選考では、最大4社を選定させていただきます。2次選考では、プレゼンテーション等の提案内容と質疑対応による選考を行います。
選考は、弊社にて事前に設定した評価基準に基づいて、客観的に公平かつ厳正に行います。

第4章 開発に関する条件
4-1　開発期間
4-2　作業場所
4-3　開発用コンピュータ機器・使用材料の負担
開発に必要な資材（開発に使用するツール等の利用料金、端末や周辺装置の検収までの費用等）は、貴社の負担とします。なお、当社の提供する会議室や電気料金、通信費等および進捗会議等のコピー料金等、テストで使用する消耗品等は当社負担とします。
4-4　貸与物件・資料
(1) 弊社からの貸与資料
システム開発に必要な物件・資料のうち、返却の必要なもの、および持ち出し禁止条件に該当するものは、貴社にて台帳管理を条件に貸与します。
(2) 弊社からの提供物件
システム開発に必要な前記の貸与物件・資料以外については、貴社にて台帳管理を条件に提供します。

第５章 保証要件
5-1　システム品質保証基準
1.サービス時間帯
6:00～24:00をサービス時間帯とし、0:00～6:00はシステム停止が可能とすること。
2.障害復旧時間
目標復旧時間（許容ダウンタイム）は24時間以内とし、目標復旧地点は、24時間前とする。
3.レスポンスタイム
通常3秒以内、最大6秒以内であること。
ただし、特殊な処理（複雑なデータ処理や検索、印刷等）については、例外としてよい。
4.稼働率
365日24時間を原則とする。
ただし、事前に計画停止する旨の連絡が可能な場合、計画停止は許可されるものとする。
5.トランザクションレベル
リアルタイム処理を原則とし、一貫性および整合性を維持するために十分な排他制御が行われていること。
6.バックアップ
目標復旧地点を満たすバックアップが実施されること。
5-2　セキュリティ
不正侵入
1. 本システムに対する不正侵入防止策が施されていること（ex.Firewallなど）。
2. 本システムに対する不正侵入が発生した場合に、これを検知できる仕組みが施されていること。
データ通信
1. クライアントとサーバー間の通信は暗号化されていること。
データ漏洩
1. 本システム利用者のアクセスログを一定期間、本システム内に保管すること。
2. 一定期間を経過したアクセスログは、本システム外部に退避可能であること（退避後に本システム内から削除可能であること）。
3. 本システム利用者は、自身のアクセスログを画面から確認できること（特に、ログイン履歴については容易に確認できる画面インターフェイスの提供が必要）。
ウィルス対策
1. サーバーにはウィルス対策ソフトウェアを導入すること。
2. ウィルス対策ソフトウェアは、一般に普及して実績のあるものが望ましい。
アクセス権限
1. アクセス権限の設定は、本システム利用者の各種立場（ロール）によって適切に設定可能であること。
2. アクセス権限の設定やその変更が、画面などから安全･簡易に実施可能でなければならない。


